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1. 平成29年6月期の連結業績（平成28年7月1日～平成29年6月30日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年6月期 5,071 19.6 203 744.6 428 ― 349 ―

28年6月期 4,241 △11.9 24 △85.4 △20 ― △14 ―

（注）包括利益 29年6月期　　489百万円 （―％） 28年6月期　　△252百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年6月期 374.89 ― 16.4 9.8 4.0

28年6月期 △15.27 ― △0.8 △0.6 0.6

（参考） 持分法投資損益 29年6月期 169百万円 28年6月期 74百万円

（注）潜在株式調整後1株当たり当期利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年6月期 4,362 2,125 48.7 2,281.95

28年6月期 3,633 1,680 46.3 1,804.58

（参考） 自己資本 29年6月期 2,125百万円 28年6月期 1,680百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年6月期 80 △158 △152 812

28年6月期 170 △853 526 1,020

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年6月期 ― 0.00 ― 48.00 48.00 44 ― 2.7

29年6月期 ― 0.00 ― 96.00 96.00 89 25.6 4.2

30年6月期(予想) ― 0.00 ― 80.00 80.00 29.8

平成29年6月期の期末配当金の内訳は、普通配当96円00銭の予定であります。

3. 平成30年 6月期の連結業績予想（平成29年 7月 1日～平成30年 6月30日）
（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 5,800 14.4 225 9.4 335 △22.2 250 △25.6 268.38



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年6月期 931,500 株 28年6月期 931,500 株

② 期末自己株式数 29年6月期 127 株 28年6月期 ― 株

③ 期中平均株式数 29年6月期 931,411 株 28年6月期 931,500 株

※ 決算短信は監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料４ページ 「１．経営成績等の概況（３）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

 当連結会計年度におけるわが国経済は、政府主導の経済対策や通貨当局による金融緩和策の影響から雇用及び所

得環境の改善傾向が続いたものの、個人消費のマインドに足踏みが見られました。また、米国の景気改善を背景と

した利上げが実施されたことに加え、平成28年11月の米国大統領選でトランプ氏が当選し、就任後の動向や言動を

受け、為替・株式市場が大きく影響される状況が続きました。

 また、ヨーロッパでは英国のＥＵ離脱問題やイスラム過激派によるテロ活動、中東、東アジアでの地政学的リス

クが高まっていることなど国際情勢の先行きは不透明な状況が続いております。

 介護保険制度の状況につきましては、平成29年３月時点の要支援及び要介護認定者の総数は、前年比で1.9％増

加し645万人、総受給者数は前年比でほぼ横ばいの513万人となりました。また、福祉用具貸与制度における特殊寝

台利用件数も前年比で3.1万件増加し、86.1万件（前年比3.7％増）となっております（出所：厚生労働省HP「介護

給付費実態調査月報」）。 

 また、平成30年度に予定されている介護保険の制度改正については、平成28年12月22日の閣議決定により、福祉

用具の貸与価格における上限設定のみが導入となり、全額自己負担は見送りとなることが決定されております（出

所：財務省HP「平成29年政府予算案」）。これを受けて福祉用具流通市場（レンタル卸業者、福祉用具貸与事業

者）での需要低迷は一段落し、年明けから復調の兆しが見られました。

 加えて、平成29年１月に発売した介護用電動ベッド「Rafio（ラフィオ）」の売れ行きが好調なことから、当連

結会計年度の同市場の販売実績は前年同期比で18.0％増加し、3,984百万円となっております。

 高齢者施設市場におきましては、介護保険制度における施設サービス（特別養護老人ホーム等）及び地域密着型

サービス（有料老人ホーム等）を提供する事業所数が平成29年３月時点で3.9万事業所（前年比1.9％増）となって

おります（出所：厚生労働省HP「介護給付費実態調査月報」）。また、国土交通省による「高齢者等居住安定化推

進事業」に基づく高齢者住宅（サービス付き高齢者住宅）につきましては、平成29年３月時点で6,611棟（同8.3％

増）、21.6万戸（同10.3％増）となっております（出所：サービス付き高齢者住宅情報提供システムHP「登録情報

の集計結果等」）。 

 その一方で、平成27年度の介護報酬の減額改定の影響で、特別養護老人ホーム等の収益性が悪化したことなどを

背景に高齢者施設の新設数が伸び悩んでいるものの、新規開拓などの営業活動を強化したことにより、当連結会計

年度の高齢者施設市場の販売実績は前年同期比で37.4％増加し、768百万円となっております。

 家具流通市場におきましては、一般ベッドの市場動向は国内人口の減少を受けて年々縮小傾向にあり、ベッド全

体の生産実績は平成20年の83.2万台から平成27年の53.5万台と７年間で35.7％の減少、平成26年の57.6万台と比較

して7.2％の減少となっております（出所：全日本ベッド工業会HP「ベッド類生産実績推移」）。 

 家具流通市場の介護用電動ベッドの状況としましては、一般ベッドと同様に減少傾向が続いていることを背景

に、当連結会計年度の家具流通市場の販売実績は前年同期比で24.5％減少し、178百万円となっております。

 海外市場におきましては、平成27年時点の中国の65歳以上人口の推計値は、前年比で4.5％増の１億3,517万人、

韓国及び東南アジアでは同3.4％増の3,507万人となり、中国を中心に高齢化が進みました（出所：United Nations

「World Population Prospects:The 2017 Revision」）。

 当社グループにおきましては、連結子会社である富若慈（上海）貿易有限公司を中心に高齢者施設の案件獲得に

注力した結果、当連結会計年度の海外市場の販売実績は前年同期比で102.6％増加し、140百万円となっておりま

す。

 なお、当社の当連結会計年度の医療介護用電動ベッドの総販売台数は4.4万台（前年同期比9.3％増）となってお

ります。

 為替の状況に関しましては、米国の利上げ観測が後退したことを切っ掛けに８月下旬に一時１ドル＝99円台半ば

まで円高が進みました。しかしながら、11月の米国大統領選でトランプ氏が当選したことを切っ掛けに急激に円安

が進み、12月に一時１ドル118円に達しました。年明け後にトランプ大統領によるドル高けん制発言や政策の実行

性が不安視されたことや米国の利上げ観測などを受け、1ドル＝108円台から115円台を推移し、同年６月末には１

ドル＝112円台をつけました。 

 なお、当連結会計年度における期中平均為替レートは、１ドル＝109円01銭となっております。 

 こうした状況を受け、為替差益58百万円（前年同期は143百万円の為替差損）を計上しております。

 また、営業外収益として、持分法による投資利益169百万円（前年同期比128.1％増）を計上しております。
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 この結果、当連結会計年度の業績は、売上高5,071百万円（前年同期比19.6％増）、営業利益203百万円（同

744.6％増）、経常利益428百万円（前年同期は経常損失20百万円）、親会社株主に帰属する当期純利益349百万円

（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失14百万円）となりました。

 なお、当社グループは医療介護用電動ベッド事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載はしてお

りません。 

 また、最近２連結会計年度の販売実績を販売先市場別に示すと、次のとおりであります。 

 

販売先市場
前連結会計年度

（自 平成27年７月１日
至 平成28年６月30日）

当連結会計年度
（自 平成28年７月１日
至 平成29年６月30日）

前年同期増減率
（％） 

福祉用具流通市場（千円） 3,376,913 3,984,026 18.0 

高齢者施設市場（千円） 559,524 768,660 37.4 

家具流通市場（千円） 235,937 178,069 △24.5 

海外市場（千円） 69,538 140,761 102.4 

合計（千円） 4,241,914 5,071,517 19.6 

 

（２）当期の財政状態の概況 

①資産、負債及び純資産の概況

（資産）

 当連結会計年度末の総資産は、4,362百万円となり、前連結会計年度末より729百万円増加いたしました。増加

の主な要因は、現金及び預金、繰延税金資産は減少したものの、受取手形及び売掛金、商品及び製品、投資有価

証券が増加したことによるものです。

（負債）

 負債につきましては、2,236百万円となり、前連結会計年度末より284百万円増加いたしました。増加の主な要

因は、長期借入金は減少したものの、買掛金、短期借入金が増加したことによるものです。

（純資産）

 純資産につきましては2,125百万円となり、前連結会計年度末より444百万円増加いたしました。増加の主な要

因は、利益剰余金、為替換算調整勘定が増加したことによるものです。この結果、当連結会計年度末の自己資本

比率は、前連結会計年度末から2.4ポイント増加し48.7％となりました。

 

②キャッシュ・フローの概況

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ208百万

円減少し812百万円となりました。

 当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果、増加した資金は80百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益428百万円、

仕入債務の増加額237百万円、法人税等の還付額143百万円等の増加と、たな卸資産の増加額351百万円、売上債

権の増加額350百万円、持分法による投資利益169百万円等の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果、減少した資金は158百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出126百

万円と無形固定資産の取得による支出22百万円等の減少によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果、減少した資金は152百万円となりました。これは主に、短期借入の純増額100百万円等の増加

と、長期借入金の返済による支出206百万円、配当金の支払額44百万円等の減少によるものであります。
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成26年６月期 平成27年６月期 平成28年６月期 平成29年６月期

自己資本比率（％） 42.2 56.0 46.3 48.7

時価ベースの

自己資本比率（％）
― 165.4 51.0 80.7

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率（年）
16.5 2.0 8.6 16.7

インタレスト・

カバレッジ・レシオ

（倍）

3.4 34.5 21.4 9.7

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。なお、平成26年６月期の「時

価ベースの自己資本比率」につきましては、非上場であったため記載しておりません。

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象として

おります。

 

（３）今後の見通し

 次期の見通しにつきましては、米国大統領のトランプ氏の動向が引き続き注視され、金融市場等に影響を与える

ことが想定されます。また、ヨーロッパでは英国のＥＵ離脱問題やイスラム過激派によるテロ活動が頻発している

ことに加え、中東、東アジアでは地政学的リスクが高まるなど国際情勢の先行きが不透明な状況が継続するものと

考えられます。

 当社グループの事業領域である介護業界におきましては、高齢者人口及び要介護認定者数は増加傾向が続くと想

定されるものの、平成27年度から介護報酬が引き下げられ特別養護老人ホーム等の高齢者施設において収益性が悪

化しているほか、平成30年度の介護保険制度の改正において福祉用具の貸与価格について上限が設定されるなど、

介護保険制度の厳格化が今後も進むことが予想されます。 

 このような環境のもとで、国内市場につきましては、企業理念である「高品質・高機能・低価格をテーマにした

製品づくり」に徹し、コスト訴求力のある医療介護用電動ベッド及び周辺機器を提供していくことで、財政難に直

面している介護業界のニーズに応え、業容の拡大と業績の向上を目指してまいります。

 一方、中国を中心とした東アジア地域への展開につきましては、連結子会社である富若慈（上海）貿易有限公司

を主軸に営業活動を行い、中国向けの製品ラインナップの拡充等を図ることで売上拡大を目指してまいります。

 なお、当社グループの次期の想定為替レートは、昨今の市況及び国内外の金融政策の方向性を踏まえ、1ドル＝

113円で設定しております。当該想定レートは、国内外の経済環境及び為替市況の状況を勘案して変更する可能性

があり、当該想定レートの変更が業績予想に影響を与える可能性があります。

 平成30年６月期の連結業績につきましては、売上高5,800百万円、営業利益225百万円、経常利益335百万円、親

会社株主に帰属する当期純利益250百万円を予定しております。 

 なお、平成30年６月期の連結業績予想の前提条件は以下のとおりです。 

①売上高

 売上高につきましては、医療介護用電動ベッドの販売先市場ごとに予想値を算出しております。主な販売先市

場としては、介護保険制度との関連性が高い福祉用具流通市場及び高齢者施設市場が挙げられます。

 両市場の売上高につきましては、厚生労働省が公表する介護保険制度の各種データを参考に、介護用電動ベッ

ドの需要動向全体を踏まえ、当社の既存顧客における過去の取引実績や新規顧客の獲得による増収分を見込んで

予想値を算出しております。

②営業利益 

 営業利益につきましては、売上高の予想値を前提として策定される売上原価計画、販管費計画を踏まえて算出

した金額を予想値としております。

 当社グループの仕入は主に米ドル建てで部品及び商品の輸入仕入を行っているため、米ドルの為替動向が円安

（円高）となった場合、短期的には、円ベースでの売上原価が増加（減少）します。
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 当期の売上原価計画の策定につきましては、想定為替レートを１ドル＝113円00銭で設定しております。な

お、平成29年６月期の市場平均レートは、１ドル＝109円01銭となります。

 また、販売費及び一般管理費は、費目ごとに予想値を算出しており、主な費目としては運賃、荷造包装費及び

人件費が挙げられます。 

 運賃、荷造包装費につきましては、売上高に連動して増減する傾向があることから、売上計画と過去の実績値

に基づいて予想値を算出しております。

 人件費につきましては、既存人員に係る給与手当や法定福利費に加え、人員計画を考慮して予想値を算出して

おります。

③経常利益

 経常利益については、当期に発生が見込まれる営業外収益、営業外費用を考慮して算出した金額を予想値とし

ております。

 当社グループは、前述のとおり主に米ドル建てで部品及び商品の輸入仕入を行っているため、米ドルの為替変

動によるリスクをヘッジする目的で、為替予約取引などの為替デリバティブ取引を行っております。

 当該取引は円安（円高）となった場合、為替差益（差損）の計上により営業外収益（費用）が増加する傾向が

あります。また、当社は当該取引におけるヘッジ会計を採用しておりませんので、各四半期末及び期末時点での

当該取引の残高について期末為替レートを以って時価評価を行い、その評価損益は営業外損益の為替差損益に計

上されます。

 当社は当期の想定為替レートを１ドル＝113円00銭に設定して営業外損益の予想値を算出しております。

 なお、平成29年６月期末の実績レートは、１ドル＝112円00銭となります。

 また、当社の持分法適用関連会社であるSHENGBANG METAL CO.,LTD.に係る持分法による投資利益については、

同社の実績値などを踏まえて、予想値を算出しております。

④親会社株主に帰属する当期純利益

 親会社株主に帰属する当期純利益については、当期に発生が見込まれる特別利益、特別損失、税金費用を考慮

して算出した金額を予想値としております。 

 

（４）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要な政策と位置付けており、利益の状況や将来の事業展開等を総合

的に勘案しながら、配当による利益還元（目標配当性向30％）を行ってまいります。

 また、業界における環境の変化や競争の激化に耐え得る企業体質の強化並びに将来の積極的な事業展開に備える

ための内部留保の充実も図ってまいります。

 当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

 当事業年度の年間（期末）配当金につきましては、上記方針に基づき、１株当たり96円（純資産配当率は

4.2％）とさせていただく予定であります。

 次期の配当につきましては、上記に方針に基づき、１株当たり80円を予定しております。

 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務諸

表を作成する方針であります。

 なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。

 

 

- 5 -

㈱プラッツ（7813）平成29年6月期　決算短信



３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成28年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成29年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,030,957 822,254 

受取手形及び売掛金 592,268 946,047 

商品及び製品 632,049 923,549 

原材料及び貯蔵品 28,910 55,217 

未着品 46,520 59,992 

為替予約 5,827 - 

繰延税金資産 44,704 19,166 

その他 203,789 237,990 

流動資産合計 2,585,028 3,064,217 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 381,694 356,225 

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 173,176 220,943 

リース資産（純額） 22 - 

有形固定資産合計 554,893 577,168 

無形固定資産 40,049 48,375 

投資その他の資産    

投資有価証券 359,004 568,401 

繰延税金資産 20,865 23,828 

その他 69,238 77,132 

投資その他の資産合計 449,108 669,361 

固定資産合計 1,044,052 1,294,905 

繰延資産 4,050 3,304 

資産合計 3,633,131 4,362,427 
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    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成28年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成29年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 185,945 431,408 

短期借入金 750,000 850,000 

1年内返済予定の長期借入金 206,520 206,520 

リース債務 1,358 973 

未払法人税等 1,268 65,557 

その他 84,405 164,979 

流動負債合計 1,229,498 1,719,439 

固定負債    

長期借入金 503,450 296,930 

リース債務 3,388 2,414 

役員退職慰労引当金 139,206 133,999 

退職給付に係る負債 59,878 67,395 

資産除去債務 16,242 16,319 

その他 500 500 

固定負債合計 722,665 517,559 

負債合計 1,952,163 2,236,998 

純資産の部    

株主資本    

資本金 582,052 582,052 

資本剰余金 308,447 308,447 

利益剰余金 934,881 1,239,345 

自己株式 - △313 

株主資本合計 1,825,380 2,129,531 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 89 2,054 

為替換算調整勘定 △144,502 △6,156 

その他の包括利益累計額合計 △144,413 △4,101 

純資産合計 1,680,967 2,125,429 

負債純資産合計 3,633,131 4,362,427 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    （単位：千円） 

 
 前連結会計年度 

(自 平成27年７月１日 
 至 平成28年６月30日) 

 当連結会計年度 
(自 平成28年７月１日 
 至 平成29年６月30日) 

売上高 4,241,914 5,071,517 

売上原価 2,754,272 3,154,606 

売上総利益 1,487,641 1,916,911 

販売費及び一般管理費 1,463,556 1,713,485 

営業利益 24,085 203,426 

営業外収益    

受取利息 2,964 2,283 

受取配当金 17,717 555 

為替差益 - 58,299 

持分法による投資利益 74,467 169,830 

その他 11,503 3,485 

営業外収益合計 106,654 234,455 

営業外費用    

支払利息 7,958 8,336 

為替差損 143,330 - 

その他 99 617 

営業外費用合計 151,387 8,953 

経常利益又は経常損失（△） △20,648 428,927 

特別損失    

固定資産除売却損 2,487 207 

特別損失合計 2,487 207 

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△） 
△23,136 428,720 

法人税、住民税及び事業税 6,114 57,763 

法人税等調整額 △15,028 21,781 

法人税等合計 △8,913 79,544 

当期純利益又は当期純損失（△） △14,222 349,175 

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失（△） 
△14,222 349,175 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
 前連結会計年度 

(自 平成27年７月１日 
 至 平成28年６月30日) 

 当連結会計年度 
(自 平成28年７月１日 
 至 平成29年６月30日) 

当期純利益又は当期純損失（△） △14,222 349,175 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △26,125 1,965 

為替換算調整勘定 △37,077 11,124 

持分法適用会社に対する持分相当額 △174,941 127,221 

その他の包括利益合計 △238,144 140,311 

包括利益 △252,366 489,487 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 △252,366 489,487 

非支配株主に係る包括利益 - - 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年７月１日 至 平成28年６月30日） 

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 582,052 308,447 1,105,595 1,996,095 

当期変動額        

剰余金の配当     △156,492 △156,492 

親会社株主に帰属する当期
純損失（△） 

    △14,222 △14,222 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

       

当期変動額合計 - - △170,714 △170,714 

当期末残高 582,052 308,447 934,881 1,825,380 

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
 

その他有価証券評価
差額金 

為替換算調整勘定 
その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 26,214 67,516 93,731 2,089,826 

当期変動額        

剰余金の配当       △156,492 

親会社株主に帰属する当期
純損失（△） 

      △14,222 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△26,125 △212,019 △238,144 △238,144 

当期変動額合計 △26,125 △212,019 △238,144 △408,858 

当期末残高 89 △144,502 △144,413 1,680,967 
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当連結会計年度（自 平成28年７月１日 至 平成29年６月30日） 

          （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 582,052 308,447 934,881 - 1,825,380 

当期変動額          

剰余金の配当     △44,712   △44,712 

親会社株主に帰属する当期
純利益 

    349,175   349,175 

自己株式の取得       △313 △313 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

         

当期変動額合計 - - 304,463 △313 304,150 

当期末残高 582,052 308,447 1,239,345 △313 2,129,531 

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
 

その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 89 △144,502 △144,413 1,680,967 

当期変動額        

剰余金の配当       △44,712 

親会社株主に帰属する当期
純利益 

      349,175 

自己株式の取得       △313 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

1,965 138,345 140,311 140,311 

当期変動額合計 1,965 138,345 140,311 444,461 

当期末残高 2,054 △6,156 △4,101 2,125,429 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
 前連結会計年度 

(自 平成27年７月１日 
 至 平成28年６月30日) 

 当連結会計年度 
(自 平成28年７月１日 
 至 平成29年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△） 
△23,136 428,720 

持分法による投資損益（△は益） △74,467 △169,830 

減価償却費 112,918 127,282 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12,570 △5,207 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） - 8,520 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 8,882 7,517 

受取利息及び受取配当金 △20,682 △2,839 

支払利息 7,958 8,336 

為替差損益（△は益） 439,258 △18,716 

固定資産除売却損益（△は益） 2,487 207 

売上債権の増減額（△は増加） 170,828 △350,452 

たな卸資産の増減額（△は増加） 22,386 △351,537 

仕入債務の増減額（△は減少） △73,346 237,562 

未払消費税等の増減額（△は減少） △12,393 2,640 

未払費用の増減額（△は減少） △2,091 7,286 

その他 △29,876 11,040 

小計 541,294 △59,470 

利息及び配当金の受取額 51,236 2,839 

利息の支払額 △7,916 △8,153 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △414,428 145,067 

営業活動によるキャッシュ・フロー 170,185 80,283 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △10,000 △10,000 

定期預金の払戻による収入 10,000 10,000 

有形固定資産の取得による支出 △432,461 △126,500 

無形固定資産の取得による支出 △33,066 △22,165 

投資有価証券の取得による支出 △10,757 △1,864 

関係会社出資金の払込による支出 △358,115 - 

その他 △19,466 △7,935 

投資活動によるキャッシュ・フロー △853,867 △158,465 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △20,840 100,000 

長期借入れによる収入 770,000 - 

長期借入金の返済による支出 △60,030 △206,520 

リース債務の返済による支出 △6,164 △1,358 

配当金の支払額 △156,358 △44,494 

自己株式の取得による支出 - △313 

財務活動によるキャッシュ・フロー 526,606 △152,686 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △17,096 22,165 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △174,171 △208,703 

現金及び現金同等物の期首残高 1,195,128 1,020,957 

現金及び現金同等物の期末残高 1,020,957 812,254 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 2社

連結子会社の名称 PLATZ VIETNAM CO.,LTD．

 富若慈（上海）貿易有限公司

 

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の関連会社数 1社

  持分法適用関連会社の名称 SHENGBANG METAL CO.,LTD.

 

(2）SHENGBANG METAL CO.,LTD.の決算日は、12月31日であり、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を

行った財務諸表を基礎としております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社のうち、PLATZ VIETNAM CO.,LTD.の決算日は、連結決算日と一致しております。

 富若慈（上海）貿易有限公司の決算日は、12月31日であり、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を

行った財務諸表を基礎としております。

 

４．会計方針に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

ロ デリバティブ

時価法

ハ たな卸資産 

商品、製品、原材料

月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

未着品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産（リース資産を除く）

 当社は定率法を、また、在外連結子会社は定額法を採用しております。

（ただし、当社は平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに平成28年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。）

ロ 無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

ハ リース資産

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3）繰延資産の処理方法 

 開業費 

  定額法（５年）によっております。

 

(4）重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

 なお、前連結会計年度及び当連結会計年度については、該当がないため未計上となっております。

ロ 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

 

(5）退職給付に係る会計処理の方法

 当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

(6）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に計上

しております。

 

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動についても僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（連結貸借対照表関係）

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度 

（平成28年６月30日） 
当連結会計年度 

（平成29年６月30日） 

有形固定資産の減価償却累計額 250,749千円 367,681千円 

 

※２ 当座貸越契約

 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行５行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年６月30日）
当連結会計年度

（平成29年６月30日）

当座貸越極度額の総額 2,000,000千円 2,000,000千円

借入実行残高 750,000千円 850,000千円

差引額 1,250,000千円 1,150,000千円

 

（連結損益計算書関係）

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

 
 前連結会計年度 

（自 平成27年７月１日 
  至 平成28年６月30日） 

 当連結会計年度 
（自 平成28年７月１日 

  至 平成29年６月30日） 

売上原価 △4,332千円 △665千円 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

 
 前連結会計年度 

（自 平成27年７月１日 
  至 平成28年６月30日） 

 当連結会計年度 
（自 平成28年７月１日 

  至 平成29年６月30日） 

荷造包装費 113,032千円 125,903千円 

運賃 188,404千円 227,492千円 

給与及び賞与 401,336千円 461,480千円 

役員退職慰労引当金繰入額 12,570千円 10,925千円 

退職給付費用 11,063千円 12,414千円 

 

※３ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費の総額

 
 前連結会計年度 

（自 平成27年７月１日 
  至 平成28年６月30日） 

 当連結会計年度 
（自 平成28年７月１日 

  至 平成29年６月30日） 

  8,867千円 22,245千円 

 

※４ 固定資産除売却損の内容

 
前連結会計年度

（自 平成27年７月１日
至 平成28年６月30日）

当連結会計年度
（自 平成28年７月１日
至 平成29年６月30日）

建物及び構築物 1,944千円 －千円

機械、運搬具及び工具器具備品 543千円 172千円

その他 －千円 35千円

計 2,487千円 207千円
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（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成27年７月１日
至 平成28年６月30日）

当連結会計年度
（自 平成28年７月１日
至 平成29年６月30日）

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 △38,456千円 2,826千円

組替調整額 ―千円 ―千円

税効果調整前 △38,456千円 2,826千円

税効果額 12,331千円 △860千円

計 △26,125千円 1,965千円

為替換算調整勘定：    

当期発生額 △37,077千円 11,124千円

持分法適用会社に対する持分相当額：    

当期発生額 △174,941千円 127,221千円

その他の包括利益合計 △238,144千円 140,311千円

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成27年７月１日 至 平成28年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 931,500 ― ― 931,500

合計 931,500 ― ― 931,500

自己株式        

普通株式 ― ― ― ―

合計 ― ― ― ―

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年９月29日

定時株主総会
普通株式 156,492 168 平成27年６月30日 平成27年９月30日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年９月29日

定時株主総会
普通株式 44,712 利益剰余金 48 平成28年６月30日 平成28年９月30日
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当連結会計年度（自 平成28年７月１日 至 平成29年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 931,500 ― ― 931,500

合計 931,500 ― ― 931,500

自己株式        

普通株式 ― 127 ― 127

合計 ― 127 ― 127

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年９月29日

定時株主総会
普通株式 44,712 48 平成28年６月30日 平成28年９月30日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年９月22日

定時株主総会
普通株式 89,411 利益剰余金 96 平成29年６月30日 平成29年９月25日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自 平成27年７月１日
至 平成28年６月30日）

当連結会計年度
（自 平成28年７月１日
至 平成29年６月30日）

現金及び預金勘定 1,030,957千円 822,254千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △10,000千円 △10,000千円

現金及び現金同等物 1,020,957千円 812,254千円
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（平成28年６月30日） 

区分 取引の種類 
契約額等 
（千円） 

契約額等のうち
１年超 

（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

市場取引以外の取引

為替予約取引        

買建        

米ドル 119,798 ― 3,217 3,217

通貨スワップ取引        

買建        

米ドル 79,600 ― 2,610 2,610

通貨オプション取引        

買建        

 コール        

 米ドル ― ― ― ―

売建        

 プット        

 米ドル ― ― ― ―

合計 199,398 ― 5,827 5,827

 （注）時価の算定方法は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度（平成29年６月30日） 

区分 取引の種類 
契約額等 
（千円） 

契約額等のうち
１年超 

（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

市場取引以外の取引

為替予約取引        

買建        

米ドル ― ― ― ―

通貨スワップ取引        

買建        

米ドル ― ― ― ―

通貨オプション取引        

買建        

 コール        

 米ドル ― ― ― ―

売建        

 プット        

 米ドル        

合計 ― ― ― ―

 （注）時価の算定方法は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

 

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報 

 当社グループの事業は、医療介護用電動ベッド事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

 

ｂ．関連情報 

前連結会計年度（自 平成27年７月１日 至 平成28年６月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

 当社グループの事業は、医療介護用電動ベッド事業の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2）有形固定資産

（単位：千円）
 

日本 ベトナム 中国 合計

421,775 132,932 184 554,893

 

３．主要な顧客ごとの情報

  外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載は

ありません。
 
 

当連結会計年度（自 平成28年７月１日 至 平成29年６月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

 当社グループの事業は、医療介護用電動ベッド事業の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2）有形固定資産

（単位：千円）
 

日本 ベトナム 中国 合計

375,731 201,284 153 577,168

 

３．主要な顧客ごとの情報

  外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載は

ありません。
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ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

 該当事項はありません。

 

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

 該当事項はありません。

 

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

 該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 平成27年７月１日
至 平成28年６月30日）

当連結会計年度
（自 平成28年７月１日
至 平成29年６月30日）

１株当たり純資産額 1,804.58円 2,281.95円

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当

期純損失金額（△）
△15.27円 374.89円

 （注）１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため、記載しておりません。当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（自 平成27年７月１日
至 平成28年６月30日）

当連結会計年度
（自 平成28年７月１日
至 平成29年６月30日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額又は

親会社株主に帰属する当期純損失金額（△）

（千円） 

△14,222 349,175

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益金額又は親会社株主に帰属する当期純損

失金額（△）（千円）

△14,222 349,175

期中平均株式数（株） 931,500 931,411

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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４．その他

（１）役員の異動

 該当事項はありません。

 

（２）その他

①生産実績

セグメントの名称
前連結会計年度

（自 平成27年７月１日
至 平成28年６月30日） 

当連結会計年度
（自 平成28年７月１日
至 平成29年６月30日）

前年同期増減率
（％）

医療介護用電動ベッド事業（千円） 1,676,629 2,131,400 27.1

合計（千円） 1,676,629 2,131,400 27.1

 （注）１．当社グループは単一セグメントであります。

２．金額は製造原価によっております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

②受注実績

当社グループは需要予測に基づく見込み生産を行っておりますので、該当事項はありません。

 

③販売実績

販売実績につきましては、「１．経営成績等の概況」に記載しております。
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